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研究成果の概要（和文）：本研究では、ソーシャルメディア上における書き込み情報や、blogのトラックバックなどを
含めたWeb上のソーシャルネットワーク情報の偏りを補正するための基礎的な方法論を開発し、そのためのデータ収集
方法と解析方法を定式化することを目的とする。具体的にはソーシャルメディアの発信者が「本来対象とする母集団」
から偏って抽出されている”選択バイアス”が生じているという問題定式化のもとに、統計学や計量経済学で近年解析
方法が盛んに研究されている選択バイアスモデリングの考え方を利用した手法の開発を行った。研究成果の一部は統計
学のトップジャーナルに掲載された。

研究成果の概要（英文）：In this research we planned to develop fundamental methods to reduce biases inhere
nt in data from social media such as opinion data in consumer generated media. To be more concrete, we dev
eloped some statistical methods to reduce such biases by regarding them to be the sample selection bias in
 that the originators of the texts in consumer generated media are nonrandomly sampled from the targeted p
opulation the analysts of the data would like to know about. One of the proposed methods is published in t
he top journal in statistics (Journal of the American Statistical Association).
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１．研究開始当初の背景 
 

Web上に存在する Blogやソーシャルネッ
トワーキングサービス、電子掲示版などのソ
ーシャルメディア（あるいは消費者生成メデ
ィア）は近年では人々の消費活動や日常の余
暇活動、さらには投票に至るまで、意思決定
に影響を大きく与える非常に重要な情報源
となりつつある。実際、消費者は Web 上の
ネガティブな評判をもとに、特定の製品やサ
ービスの購入を差し控える行動をとること
が知られている。一方でポジティブな評判に
ついてはそれをほとんど信じす、ソーシャル
メディアでの評判情報は購買意欲を減退さ
せる効果が大きいことが様々な実証研究に
よって示されている（例えば濱岡・里村,09）。
さらにマーケティング、政治学、社会心理学、
経営学などの研究者、さらには政府機関まで
もがネット上でのソーシャルメディアから
得られる情報の利活用を検討しつつある。 
ソーシャルメディアから得られる情報量
は量的には非常に膨大であるが、そもそもこ
のようなネット上の情報発信は「書きたい人
だけが書く、答えたい人だけが答える」とい
った形のものである。本来関心のある消費者
や国民全体の意見や購入頻度などを知りた
いという目的からは質の高い情報ではなく、
情報の信頼性が大きく問われている。実際、
Blog の書き込みを行っている人の年齢や職
業、年収などの分布は一般消費者から大きく
乖離しており（例えば星野,2008）、政府・自
治体の公共マーケティングや企業の新製品
開発のための情報源として信頼されるには
至っていない。 
ソーシャルメディアにおける発信情報そ
のものの信頼性評価については、発信者の属
性推定、クラスタリングの研究が行われてい
る （ た と え ば 奥 村 ,08 ； 小 山 ,09 ；
Bhattacharya,06;Bollegala,08）が、これま
での中心的な関心は Web ページデータベー
スにおけるレコードリンケージを中心とし
たアイデンティティ特定であった (相
澤,05;Winkler,06)。また、blogサイトや SNS
サイト、ECサイトなどでの登録 IDを複数の
組織間（ドメイン間）で共有する ID 連携な
どもアイデンティティを特定することなく
同一個人の行動や情報発信をリンクさせる
方法として研究されている(下江,09 など)が、
個人情報保護法上の問題や利用者の拒否感、
加えてたとえ ID 連携をしても参加者の偏り
は残るといった問題がある。一方、Webハイ
パーリンク構造分析に基づいて「信頼される
Webサイト」へのリンクがあるサイトの情報
は信頼できる（＝信頼性伝搬法）、という議
論があるが、ソーシャルメディアの発信情報
では「信頼されるWebサイトおよび発信者」
を同定するのは困難である。ある製品やサー
ビスが望ましい／購入したい、あるいはある
政党を支持する、という情報発信において
「信頼される代表的なサイトや発信者」を定

義することは不可能であるからである。関連
研究は情報通信分野の研究者のみが行って
いるため、「ソーシャルメディアの発信者」
が世論理解、景況判断や新製品開発などにお
ける「母集団」に対して極めて偏った標本で
ある、いう発想が欠如しており、この問題は
この数年の間に理解されるようになったば
かりである。 
 
２．研究の目的 
 
本研究では、ソーシャルメディア上におけ
る書き込み情報や、blogのトラックバックな
どを含めた Web 上のソーシャルネットワー
ク情報の偏りを補正するための基礎的な方
法論を開発し、そのためのデータ収集方法と
解析方法を定式化することを目的とする。具
体的にはソーシャルメディアの発信者が「本
来対象とする母集団」から偏って抽出されて
いる”選択バイアス”が生じているという問
題定式化のもとに、統計学や計量経済学で近
年解析方法が盛んに研究されている選択バ
イアスモデリングの考え方を利用した手法
の開発を行うことを目的とする。 
特に、選択バイアスを欠測データとみなす
近年の統計的欠測データ解析の考え方を適
用するが、書き込む側が特定の意図を伝えた
いという意思が強いほど書き込まれるとい
うことが想定されるため、書き込み有無を欠
測データとみなす場合にはランダムでない
欠測を考慮した解析法の開発が必須である
ことがわかった。そこでモデル仮定の少ない 
 
３．研究の方法 
 
ソーシャルメディアの発信情報の偏りを
補正するためには、ソーシャルメディアの発
信者が「本来対象とする母集団」から偏って
抽出されている“選択バイアス”が生じてい
ると考え、統計学・計量経済学を中心に近年
解析手法の盛んに研究されている選択バイ
アスモデリングの考え方をもとに、研究目的
に従った選択バイアスモデリングに基づく
補正法の開発と実データ、およびシミュレー
ションによる妥当性検証を行う。具体的には
様々な共変量情報を用いて選択バイアスを
補正する方法として傾向スコア解析の有用
性を調べる。但し書き込む側が特定の意図を
伝えたいという意思が強いほど書き込まれ
るということが想定されるため、書き込み有
無を欠測データとみなす場合にはランダム
でない欠測を考慮した解析法の開発が必須
である。そこでセミパラメトリックベイズモ
デリングを用いた選択バイアスモデルを開
発する。 
さらにソーシャルメディアでの発信情報
及びネットワーク情報についての取得、発信
者の様々な情報（共変量と呼ぶ）の取得、偏
りのない抽出法によって得られた対象者集
団に対する共変量情報の取得、少ない共変量



情報で精度よく補正を行うための共変量選
択法の開発、実データを用いた補正の再現性
の検証研究、実務に応用可能な、選択バイア
スモデリング手法と共変量選択法の近似的
手法の開発を行う。 
 
 
４．研究成果 
 
 ネット調査やウェブの書き込み情報につ
いて、ネット調査参加や書き込み時や予測さ
れる属性などの様々な共変量情報を用いて
選択バイアスを補正する方法として傾向ス
コア解析があるが、その有用性を調べたとこ
ろ、傾向スコアを用いた補正だけでは偏りは
十分除去できない場合があることがわかっ
た。これは回答する側や書き込む側が特定の
意図を伝えたいという意思が強いほど回答
する、書き込まれるということであり、書き
込まれるであろう内容自体によってその書
き込みが実際に投稿されるという点で、書き
込みの欠測がランダムでない欠測であると
いうことを示唆している。そこで我々はラン
ダムでない欠測を考慮した解析法の開発が
必須であると考え、セミパラメトリックベイ
ズモデリングを用いた選択バイアスモデル
を開発した。提案したモデルが先行研究と異
なる点は、共変量 xそのものが固定値ではな
く確率変数とみなし、目的となる変数yとz=1
ならば観測、z=0 ならば欠測とする欠測イン
ディケータ変数 zの同時分布を 

)()|(),|(),,( ypyxpxyzpxzyp   
のように分解し、さらに上記右辺の第一、第
二項のモデル仮定が難しいことからこの部
分については分布仮定を置かないノンパラ
メトリックベイズ法を新しく開発したとい
う点である。この結果を実際にインターネッ
ト閲覧情報データに適用し、口コミの効果に
ついてこれまでも先行研究で言われている
ように同類効果が大きいこと、そしてその効
果を除去した場合に口コミの真の効果は小
さいことを示した。 
さらにソーシャルメディアでの発信情報
（意見記載した、行動記述）及びネットワー
ク情報についての取得を行い、そこから発信
者の様々な情報（共変量と呼ぶ）を取得し、
少ない共変量情報で精度よく補正を行うた
めの共変量選択法の開発を行った。これらの
研究の一部は現在投稿中である。 
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